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1. はじめに 

本協会 25 周年の本誌記念号では，飯田による記事“昔はどうだったか？－熱処理を中心とした歴

史”がその巻頭を飾っている(1)．飯田は，熱処理の歴史について古代ギリシャ・ローマ，中世，近世の

順に述べ，日本に移って日本刀の焼入れに触れた後，“無類の日本の鉄の技術の特質のうえに，徹底

した科学的計測法に基づいた金属の本質の究明を志し，熱処理の理論を樹立した科学者が，わが本多

光太郎(1870~1953 年)であった”という記述でその本文を終えている． 
本多の著書“鋼の焼入”(2)を紐解いてみると，その緒言には，“今回の講習会は鋼の焼入に関する一

通りの理論を極く平易にお話しし，併せて実験によって焼入に関する明確なる知識を諸君の脳裡に収

めしむるを目的とします”というように確かに“理論”という言葉が出てくる．続いて，“理論家が

技術を賤み，技術家が理論を等閑にするのは両方とも悪い習慣でもっとも誡むべきことと考えます”

という記述もある．なお，この著作は，1920 年に開催された“鋼の焼入れに関する講習会”(3)の内容

を記録したものである． 
さて，本協会の 50 周年に当たり，筆者は熱処理シミュレーションの技術開発の流れについて書くよ

うにとの依頼を受けた．このシミュレーションであるが，“熱処理中に発生する現象（特に変形・応

力）を理論的に解明するためのコンピュータ手法”と表現するのが簡便ではないかと常々考えている．

本記事を本多の“熱処理の理論”の紹介から始めた理由は，“理論”というキーワードが熱処理シミ

ュレーションに結びつくということにある．そして，さらに意味深いのは，本多がその萌芽期の研究

に寄与しているという点にある． 
なお，このテーマは本誌に二回に分けて掲載することが許されており，それぞれの副題を“その起源

と基本モデルの開発”および“システムの開発と適用”とする． 

2. 熱処理シミュレーションの起源と概要 

依頼を受けたのは 50 年史ではあるが，熱処理シミュレーションの起源は古く，しかもその萌芽期に

ついての紹介は十分にはなされていない．この機会に起源となる研究の概要について述べ，現状のシ

ミュレーション技術との対比を試みる． 

2.1 Maurer と本多－広根の熱処理変形・応力の理論 
1940 年の日本金属学会誌には，その前年の 10 月に開催された専門部会の報告が，“鋼(炭素鋼，特殊

鋼)の熱処理と歪，焼割れその他”というテーマで特集されている．そして，そこには，本多(4)による

報告“鋼の徐冷および急冷に伴う歪について”が含まれている．タイトルの“歪”は“distortion”に対
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する訳語であると思われるが，本記事ではこれを“変形”とし，“strain”に対する“ひずみ”と明確

に区別する． 
上記の本多の報告は，主として 1935 年の本多と広根(5)，そして 1936(6)と 37(7)年の広根が発表した熱

処理応力に関する理論的研究に基づいている．これらの論文では Maurer(8)(9)の研究が紹介されているこ

とにより，その影響を受けたことは明らかである．なお，Maurer については本多が欧州視察で Krupp
に立ち寄った際に面談したとの記録(10)が残されている．また，その略歴が鈴木(11)によって紹介されて

いる． 
Maurer と本多－広根の研究が熱処理シミュレーションの分野に寄与したことは，井上(12)によって指

摘されている．しかし，その内容を具体的に述べたものがないということで，50 年史の範囲外ではあ

るが以下にその概要を記す． 
紙面に理論の詳細を述べるだけの余裕がないため，計算事例についてのみ取り上げる．広根の 1937

年の論文では，直径 800 mm の Ni-Cr 鋼の円柱を厚さ 200 mm の鋳型中で冷却する際に生じる各種の現

象が計算されている．その原論文の図より，半径（動径）方向の温度分布の時間変化に関するものを

図 1 に転載した．図中のギリシャ数字は冷却段階を表わし，I：冷却前の状態(0s)，II：804s，III：4869s，
IV：6417s，V：8068s，VI：9154s ，VII：11700s，そして VIII：16200s である．θm は限界温度で，こ

れより以下では弾性の応力・ひずみ現象が生じるとの仮定がなされている． 
この事例では凝固の相変態を考慮せず，500 と 800℃の間における固相変態の効果を図 2 に示す温度

－伸びの実測データから得ている．最終的に，応力の 3 方向成分の時間変化が求められているが，図 3
には円周方向成分（接線分歪力）のみの結果を原論文より転載した．本図の I，II，III と IV はそれぞ

れ図 1 の II，IV，VI と VII に対応しており，VI は完全冷却での状態を示す．なお，この報告では，得

られた応力と焼割との関係が考察されている． 
 

              
図 1 温度分布の変化(計算)                         図 2 Ni-Cr 鋼の温度－伸び線図(実測) 

 
本多と広根の研究は，以上のように塑性現象の取扱いを回避し，また，相変態の効果は温度－伸び線

図に含めることで簡略化している．一方，この研究の目的は発生応力に基づく焼割現象の解明であり，

基本的に今日の熱処理シミュレーションのそれと一致する．したがって，Maurer と本多－広根による

研究は，熱処理シミュレーションの起源として位置づけられる．なお，このような解析的研究は，そ

の後，塑性ひずみが考慮できるところまで拡張がはかられている(12)． 
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図 3 応力の円周方向成分の変化(計算)            図 4 熱処理現象に関連する各種のひずみと応力 
 

2.2 熱処理シミュレーションの概要 
ここでは現状の熱処理シミュレーション技術について概説し，Maurer と本多－広根の研究との差を

明らかにする．一方，この説明は，次章から述べる熱処理シミュレーション技術の流れを理解する際

に役立つものと考える． 

熱処理中には，その対象物に温度変化，相変態，変形などが生じる．これらの現象は，図 4 の概念図

に示すように対象物の微小部分に生じる各種のひずみと応力に関係しており，これらは任意の時点

（時刻 t）では釣り合っている(13)． 

熱処理シミュレーションでは，その過程で生じる温度変化，相変態，ひずみ，応力などの時々刻々と

変化する現象を追跡する．まず，固体内部の微小部分における全ひずみ t
ijε であるが，これを対象物に

わたって総合したものがその変形として出現する．一方，弾性ひずみ Et
ijε は，図 4 に示すように応力と

直に関係しており，応力の状態が降伏条件を越えると塑性ひずみ Pt
ijε が生じる．熱ひずみ THt

ijε と拡散ひ

ずみ Dt
ijε は，それぞれ温度変化および金属格子間への侵入原子による膨張を表現している．相変態に関

係するのは変態ひずみ TRt
ijε と変態塑性ひずみ TPt

ijε であり，前者は変態膨張，後者は応力下で変態中のみ

に生じる塑性現象に対応する．この他，高温でクリープ現象が生じる場合には，クリープひずみ Ct
ijε を

考慮する必要が生じる．  
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図 5 熱処理シミュレーションのシステム 
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熱処理シミュレーションでは，複雑形状の部品における熱伝導，拡散，電磁場および応力・ひずみ

の各現象の解析に対し，基本的に有限要素法(14)(15) を適用する．図 5 に示すように，個々の解析に対応

するモジュールは，互いに温度，濃度，各種のひずみ，応力などの情報を交換することで，熱処理中

に時々刻々と変化する現象を追跡する．そこには相変態や析出の進行を予測するモジュールが設けら

れており，その結果として得られる各相の体積分率は各種の特性データを複合則で求める際に用いら

れる． 
さて，Maurer と本多－広根の理論的研究は弾性，熱，変態の各ひずみと全ひずみを考慮したもので，

その対象としたのは解析解が存在する円柱や球であった．しかし，この研究は熱処理における応力と

変形のより広範で厳密な理論的解明を目指したはずであり，このコンセプトは熱処理シミュレーショ

ンによってほぼ実現したのではないかと筆者は考えている． 

3. 熱処理現象に関する基本モデル開発の経緯 

熱処理過程では，熱伝導，拡散，応力・ひずみ，電磁場，流れなどの物理現象がその対象物や装置に

おいて発生する．さらに対象物では析出や相変態のようなミクロ組織の変化が生じる．このようなミ

クロとマクロの現象は，熱力学によって基礎づけられている．以下で述べるように，熱処理シミュレ

ーションを実現させるには，現象の数学モデルを地道に開発していく必要があった．一方で，シミュ

レーションの検証は必須であり，そのために必要な変形や残留応力に関する基礎的な測定が実施され

たことも見逃してはならない． 

3.1 熱処理において生じる物理現象とそのモデル 

3.1.1 熱力学 

熱力学は，熱機関の改良のために Carnot がそれを理想化したサイクルを構想し，機関の効率を高温

と低温の熱源の温度から求めたことにはじまる．その後，熱力学の第一法則と第二法則は Joule，
Thomson，Clausius，Gibbs，Maxwell，Boltzmann らによって確立した(16)．熱伝導，拡散，化学反応など

の非平衡な現象の熱力学に基づく定式は，50 年史の以前に確立している(16)． 
熱力学からは，溶体，混合体，化合物など対し，多成分・多相系での Gibbs 自由エネルギーが得られ

るが，このような情報は合金の平衡状態図の作成において援用されてきた(17)．そして，50 年史の間に

は，計算によって多成分系の平衡状態図を作成するためのソフトの開発とデータベースの整備が，

Hillert と Kaufman を中心として進展した(18)．その成果として，計算状態図の分野に対する商用ソフト

が出現している． 
このような熱力学ソフトとデータベースは，単に状態図の作成だけではなく，各種の特性データの

予測に対しても用いられている(19)．さらには，追って述べるように，拡散解析のソフトとの連成によ

り，相変態や析出を伴う拡散現象の解析にも適用されている． 

3.1.2 熱伝導 

熱処理の過程では，その対象物における温度分布の変化が重要な意味を持つ．固体における温度変

化を求めるための熱伝導方程式は，以下のように古くに確立している(20)． 

T Tc k Q
t x x

ρ ∂ ∂ ∂ = + ∂ ∂ ∂ 
           (1) 

なお，上式は x 軸方向の熱伝導のみを考慮し，k，ρおよび c はそれぞれ熱伝導率，密度および比熱，Q

は加工仕事，高周波誘導あるいは相変態による発熱の時間変化率である． 
固体の表面における熱伝達現象に対しては次式を適用することができる． 
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ここに，h は熱伝達係数，一方，Teと Tsはそれぞれ環境および固体表面の温度である． 
複雑形状の部品における熱伝導現象は，有限要素法を上記の熱伝導方程式と境界条件に適用すること

で，50 年史の初期において解析が可能となった．この手法は，熱処理シミュレーションにおいても用

いられている． 
一方，熱伝導現象の解析では，種々の材料に対して熱伝導率，比熱，密度などの特性が必要となる．

たとえば 50 年史のすこし前，英国の BISRA(The British Iron and Steel Research Association)は多様な鋼の特

性データを系統的に収集して出版(21)した．鋼の合金成分の特性データに対する依存性を簡便に評価す

る手法は，たとえば Miettinen(22)によって報告されている．そして，すでに述べたように，熱伝導特性

データの一部は熱力学ソフトからも得られる． 
続いて，焼入れ冷却時の表面熱伝達であるが，こちらも 50 年史以前に多数の研究が発表されている．

たとえば，Scott(23)は，各種の冷却剤の熱伝達係数を鋼円柱の中心で測定した冷却速度と熱伝導計算の

図式解法の結果に基づいて求めている．一方，銀が高い熱伝導性を持つことを利用し，銀球試験片の

冷却曲線から熱伝達係数を求める手法が Rose(24)によって発表された．Krainer と Swoboda(25)は，Rose が
作成した 5 種の焼入れ油と 2 種の温度の異なる水に対する熱伝達係数の温度曲線を紹介している．図 6
はその元図の単位を変換して描き直したものである．  
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図 6 油と水に対する熱伝達係数の温度曲線 

 
銀試験片から得た熱伝達係数はあくまで銀に固有の値であり，また，この係数は各部品の形状や冷却

剤の撹拌状態によっても影響を受ける．これらの問題については，現在に至るまで研究が継続してい

る(26)． 

3.1.3 拡散 

浸炭，窒化などのプロセスでは熱処理対象物中に炭素や窒素が拡散する．この現象についても熱伝導

と同様の方程式が適用できることは古くから知られていた(17)(27)．すなわち，拡散現象の場合，式(1)に
おいて T と k をそれぞれ濃度 C と拡散係数 D に置き換え，さらに ρc=1 とする．一方，式(2)でも T を C
とし，h は物質移動係数 β，そして Teと Tsはそれぞれ Ceと Csとする．ここに，Csは固体表面の濃度で

あり，一方の Ce はたとえば浸炭現象ではカーボンポテンシャルと呼ばれる量である．Qは，拡散現象

の場合，析出などによるマトリックス中での物質濃度の変化率に対応する．複雑形状の部品における

拡散現象の解析は，熱伝導と同様に有限要素法によって可能となった． 



 6 

拡散現象に関する特性データについても，その蓄積には地道な測定を要した．たとえば，濃度依存性

を考慮した拡散係数を得るための実験手法は俣野によって見いだされたが(28)，Wells ら(29)はこれをオー

ステナイト中での炭素の拡散係数に対する系統的な測定に適用した． 
カーボンポテンシャルについては，50 年史の以前に定義づけがなされている(30)．一方，表面からの

炭素の移動に関する効果は 1950 年代(31)には知られていたが，具体的にその実験的研究が行われたのは

1960 年代半ばから 1970 年代においてであった．実験には極薄の鉄箔あるいは極細の鉄線が用いられ，

これら試料における炭素濃度の時間変化が測定された．たとえば，CO–CO2 と CH4–H2 混合ガスについ

ては Grabke(32)，CO–H2–H2O 混合ガスについては Collin ら(33)によって物質移動の実験式が報告された．

窒化に対する同様の研究は Grabke(34)によって発表されている． 
ガス組成の異なる 11 種の浸炭雰囲気(900℃)に対し，0.05 mm 鉄箔での炭素濃度の時間変化の測定デ

ータが Neumann と Wyss(35)によって報告されている．そのデータからは，図 7 に示すように炭素の物質

移動係数(マーカー：◆)を見積もることができる．一方，同図には，Neumann と Wyss によるガス組成

の測定値を Collin ら(33)の物質移動係数の実験式に適用して得た値(マーカー■)を示す．ここには，さら

に Collin らの実験式で N2 のガス分率とカーボンポテンシャルを変化させて描いた複数の曲線を描いた． 
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図 7 物質移動係数に対する CO–H2ガス分率の依存  
 

3.1.4 応力・ひずみ 

熱処理の過程では，すでに前章の図 4 に示したように応力と多種のひずみが生じ，その最終的な結果

として熱処理変形と残留応力が発生する．応力とひずみに関連する現象については，その研究史が

Timoshenko(36)によってまとめられている．それによると，弾性だけではなく塑性についても古くから

研究が行われていたことが分かる． 
塑性の研究は，金属の単結晶を試験片として用いることによって厳密化された．この方面の研究は

Elam(37)，そして Schmid と Boas(38)によって集約されているが，その成果は転位論の出現へとつながっ

ていく．一方，塑性現象をマクロ的に捉える手法の 1950 年代までの理論的研究は，Hill(39)によって概

説されている．当時においても，たとえば，自緊処理，引抜き，押出し，圧延などの問題の一部につ

いては理論解が得られていたことがわかる．このマクロ的手法は硬さという量を理解するためにも用

いられ，研究の成果は Tabor(40)によって集約されている． 
今日では，この方面の理論的研究の成果は，有限要素法における熱・弾・塑性・クリープ解析機能

(15)の形として利用できる．一方で，弾性ひずみを省略した剛塑性モデル(41)は，変形の大きな塑性加工

のシミュレーションに適用されている． 
弾性と塑性だけでなく，熱処理変形には相変態による膨張・収縮が寄与する．結晶の格子定数から

各相の密度を求め，これらを用いて相変態による体積膨張・収縮を求める手順は，Lement(42)の熱処理
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変形に関する著作にまとめられている．Lement は，室温におけるマルテンサイトとオーステナイトの

格子定数を Roberts(43)の炭素濃度依存性を考慮した実験式から得た．その後，オーステナイトの格子定

数については，Ruhl と Cohen(44)および Dyson と Holmes(45)がより信頼性の高い実験式を報告している． 
各相の密度に対する温度依存データからは，熱膨張係数や変態膨張係数を推定することができる．時

代が下がると，Fe-C 合金の各相に対する密度の実用式が，温度と炭素濃度の依存性を考慮した形で

Jablonka ら(46)によって提案された．さらには，合金成分の効果を考慮したものが Miettinen(22)によって

発表されている． 
Jablonka ら(46)は密度の実用式の妥当性を確認するため，それに基づいて作成した温度–伸び線図を本

多(47)および Sherratt と Challoner(48)による熱膨張計の測定値と比較している．筆者も同様の確認を行っ

たが，図 8 には Fe–0.4%C 合金の場合を示す．ここには，Roberts(43)のマルテンサイトとオーステナイト，

Dyson と Holmes(45)のオーステナイトの格子定数から求めた伸びをプロットしている． 
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図 8 Fe-0.4%C 合金の温度－伸び線図の比較 
 

熱処理中の部品には種々の原因により応力が発生する．この応力と相変態との相互作用についても

研究がなされてきた．応力の存在が変態中に不可逆なひずみを発生させることが Sauveur(49)によって指

摘され，Wassermann(50)はこのような現象を変態塑性と名づけた．一方で，菅野と坂本(51)(52)は，種々の

焼入れ条件で Fe–Ni 合金円柱に生じた残留応力分布を調べ，その特徴的なパターンの発生には変態塑

性が寄与しているとの考察を行った．その他，焼もどし中の変態塑性に関しては，伊藤(53)による曲げ

試験を用いた研究がある． 
その後も，変態塑性に関しては多数の基礎的研究がなされたが，拡散型および無拡散型の相変態に

対応するものの本質は，それぞれ，Greenwood-Johnson(54)および Magee(55)によって説明されている．な

お，変態塑性についての 1980 年代までの研究は Mitter(56)の著作に集約されている． 

3.1.5 電磁場 

高周波焼入れでは，熱処理対象物の表面付近に電磁誘導による渦電流が生じる．この電流からは材

料の電気抵抗の効果で Joule 熱が発生する．渦電流現象の理論解は，平板や円柱のような形状が単純な

ものに関しては非常に古くから知られており，たとえば中村(57)あるいは Davies と Simpson(58)の著作で

解説されている．現在では，複雑な部品形状に対する電磁場解析には有限要素法(59)が用いられ，商用

ソフトも現れている． 
一方，電磁場解析では温度依存性を考慮した電気抵抗率が必要となるが，たとえばすでに紹介した

BISRA のデータブック(21)には複数の鋼種に対するデータが含まれている．なお，透磁率については，

Davies と Simpson(58)の著作に実験式が紹介されている． 
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3.1.6 流れ 

熱処理プロセスでは，冷却剤や炉中ガスにおいて流れが発生する．この流れ現象は熱伝達や物質移

動に影響を与えるため，熱処理シミュレーションの信頼性の向上という面では，その状態を十分に把

握しておく必要がある． 
流れに関する研究の歴史は，Rouse と Ince(60)の著作に述べられている．流れの解析に関しても，今日

ではシミュレーションが主流となっており，その研究開発の経緯は保原と大宮司(61)によって集約され

ている．この分野においても複数の商用ソフトが現れており，熱処理過程におけるガス冷却剤(62)およ

び炉中の反応ガス(63)の流れに対しても適用事例が報告されている． 

3.1.7 複合則 

熱処理シミュレーションでは，相の混合状態に対する特性値が必要となる．一般に各種の特性は，

単独相の特性とその体積分率から単純な複合則に基づいて求められている． 
複合則に関する研究は古くから行われており，誘電率，磁化率，電気伝導率および熱伝導率に対す

る研究については小岩と高田(64)のレビューがある．ヤング率に関しては，Paul(65)および Hashin と

Shtrikman(66)により，その上界と下界を求める関係式が提案されている．田村ら(67)は，オーステナイト

とフェライト，オーステナイトとマルテンサイトなどの二相混合鋼に対し，その機械的性質に対する

実験的研究を行なっている． 

3.2 ミクロ組織の変化に対するモデル化 
3.2.1 ミクロ組織変化とその分類 

熱処理でのミクロ組織の変化には，相変態，析出，回復，再結晶などがある．相変態に関しては解説

書が多数あり，たとえば，Christian(68)，藤田－平野と本間(69)，西山(70) (71)によるものなどである．また，

50 年史以前のこの方面の研究史としては，中澤による啓蒙的な著作(72)が存在する． 
以下の項では，熱処理シミュレーションで用いられている相変態のモデルに関する研究を拡散型と

無拡散型に分けて述べる．また，回復と再結晶のモデルについても触れておく．なお，ミクロ組織の

進展の厳密なシミュレーションを可能とする Phase-field 法(73)が発展してきている．この手法は，ミク

ロ組織の変化に対するモデルの高度化に有効利用されていくものと考える． 

3.2.2 拡散型変態 

パーライト変態のような拡散型変態の挙動は，1930 年に発表された Davenport と Bain(74)による TTT
線図の研究により，その本質の把握が可能となった．すなわち，拡散型変態での現象の進行は，試験

片をオーステナイト域から目標温度まで急冷した後，等温保持するという条件によって単純化された． 
1930 年代の末にはかなりの種類の実用鋼に対して TTT 線図が作成され，一方ではその成果に基づい

て拡散型変態のカイネティクスに関する研究が試みられるようになった．Johnson と Mehl(75)，

Avrami(76)-(78)および Kolmogorov(79)は，個別に時間 t における相変態の体積分率 ξを求めるための以下の

定式にたどり着いた． 

( )1 exp nktξ = − −            (3) 

ここに，k と n は材料に関する固有のパラメータである．なお，上式は JMAK式と呼ばれることが多い． 
その後，Scheil(80)は，相変態の潜伏期における温度変化が階段状に生じると仮定し，個々の区間に対

して TTT 線図の変態開始時間から得た潜伏率を加算することで相変態の発生時期を予測した．さらに

Tzitzelkov ら(81)は，Scheil の方法を拡張し，式(3)の JMAK 式を用いて任意の温度変化での拡散型変態の

進展を予測するための手法を発表した． 
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拡散型変態の応力依存性が Bhattacharyya と Kehl(82)によって研究され，等温保持中での応力の存在が

変態の開始と終了に影響をおよぼすことを実験的に明らかにされた． 

3.2.3 無拡散型変態 

無拡散型のマルテンサイト変態も古くから研究されており，変態の結晶学的なメカニズムについて

の研究成果は 1920 年代に報告されている．一方，Msの炭素濃度依存性に関しても実験的に調べられ，

さらには，炭素以外の成分の寄与を含む経験式が提案されている(83)(84)．高合金鋼の Ms の予測について

は，近年，熱力学に基づく計算によって可能となっている(85)． 
マルテンサイト変態のカイネティクスに関する研究は 1940 年ごろより見うけられるようになり，

Koistinen と Marburger(86)は，現在の熱処理シミュレーションで基本的に利用されている以下の形の式を

提案した． 

{ }1 exp ( )Sk M Tξ = − − −           (4) 

ここに，ξ，k および T は，それぞれマルテンサイト相の体積分率，材料パラメータおよび変態中での

任意の温度である． 
式(4)が熱力学および相の核生成・成長理論から導出できることは，Magee(87)によって示されている．

一方，引張応力，圧縮応力および静水圧の Msへの寄与は，Patel と Cohen(88)により，実験および熱力学

による議論に基づいて明らかにされた． 

3.2.4 回復・再結晶 

塑性加工後の焼なまし処理では，その条件によって回復あるいは再結晶が生じる．まず回復であるが，

この現象によって残留応力が低減する．その際の応力挙動は，リラクセーション現象との類似性に基

づき，クリープ理論と実験的手法によって調べられている(89)－(91)．一方，回復と再結晶の本質について

は，微視的なモデルによって説明がなされている(92) (93)． 
塑性加工後の焼なまし中での再結晶は静的再結晶と呼ばれ，その進展については，Anderson と

Mehl(94)によって拡散形変態に対する式(2)と類似のモデルが提案されている．一方，高温での塑性加工

中に生じる再結晶は動的再結晶と称され，この現象は結晶粒の制御に用いられている(95)．1990 年初頭

までの熱間圧延に関して開発された再結晶モデルは，Devadas ら(96)によって集約されている． 

3.3 シミュレーション検証のための実験 
熱処理シミュレーションの検証には，板，円柱，リングなどの単純形状の試験片における変形と残

留応力の測定データとの比較が有効である．残留応力に関してはその分布状態を知る必要があり，円

柱の軸方向成分の機械的測定法が Heyn(97)によって開発された．その後，Sachs(98)は，これを 3 方向成

分が測定できる手法に拡張した．  
Sachs の方法は，1930 年代に Bühler と Scheil(99)により，焼入れ鋼円柱試験片の残留応力測定に関する

系統的な研究に適用された．国内においても，熱処理残留応力が Heyn 法と Sachs 法を用いて精力的に

測定され，多数のデータが残されている．特に，磯村(100)による Sachs 法を用いた実用鋼円柱に対する

系統的な測定は，今後も活用されていくものであると考える． 
一方，熱処理変形については，種々の熱処理条件での測定結果が，1920 年代の終わりから 1930 年代

のはじめにかけて報告された．しかし，系統的な研究は少なく，1940 年に発表された Ameen(101)による

ものはいまだに引用されることがある．当然のことながら，熱処理後の変形は測定される機会が多い

が，残留応力の特にその分布状態が調べられることは少ない． 
さて，熱処理シミュレーションの検証という意味では，一つの試験において残留応力と変形が測定さ

れていることが望ましい．このような同時測定は，1940 年代の後半に報告された田中(102)の鋼円柱の熱

処理実験において行われている．図 9 にはその試験片の形状寸法を示す．両端面から内部にいくぶん
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入った位置に円周状の V 溝を設け，その間の長さを測定することで端部の複雑な変形の効果を除外し

ている．この溝は，残留応力分布を Heyn 法によって測定する際にも利用された．この試験片について

は，第 2 章で述べた 1939 年の日本金属学会の専門部会における討論において山田によって紹介されて

いる． 
国内では，熱処理の変形と残留応力に関する実験的研究のレビューが，複数の著作(103)－(106)において

なされている． 
 

 
図 9 田中の変形・残留応力の測定用試験片 
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